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［要旨］ 

情報技術(IT)が急速に普及・進展する社会における環境負荷低減を実現するには、生活者がIT

を活用して環境調和型ライフスタイルを実現できるよう支援すること、すなわち「IT社会におけ

るライフスタイルのエコデザイン」が重要である。本研究では、脱温暖化社会のためのIT社会の

エコデザインに関し、特に生活者が関わる家庭部門を対象として、人の環境意識と行動変革を支

援する環境調和型ITシステムである「エコ・ライフスタイル・ナビゲーション」のシステム概念

の具体化を目的として、技術具体化のための調査研究を行った。 

生活者の属性や生活行動に関する既存研究の調査結果より、人の環境意識と環境保全行動の関

係については、いくつかの研究が行われていたが、環境意識啓発が環境行動変容を必ず誘引する

と結論付けるまでには至っていない。生活者の属性や生活行動を反映した生活者のCO2排出量評価

手法の構築には、環境行動変容のメカニズムに関する詳細な調査、研究が必要である。 

既存ナビゲーションシステムの体系化および実証事例の効果調査の結果より、現状は消費場面

のエネルギー使用等の無駄排除を行うシステムが多く、購入場面やリユース・リサイクル・廃棄

の場面を支援するシステム、脱物質化を支援するシステムが必要であることが明らかとなった。

現状システムの実証実験結果による導入効果としては、家庭の電気・ガス使用量で約2～7%、自動

車燃費で約6%程度の環境負荷削減が得られていることが明らかとなった。また、自動制御を行う

「行動代行」システムは、特に環境意識の低い層に有効であること、情報提示による「意識的行

動支援」をあわせて行うことで更なる環境負荷削減が図られることが明らかとなった。 

 

［キーワード］ＩＴと環境、環境配慮行動、ライフスタイル、ナビゲーション、リバウンド対策 

 

１．はじめに 

2003(H15)年度のFSにおいて我々は情報技術(IT)が急速に普及・進展する社会における環境負荷

低減を実現するには、生活者がITを活用して環境調和型ライフスタイルを実現できるよう支援す

ること、すなわち「IT社会におけるライフスタイルのエコデザイン」が重要であるとの考えに基

づき、生活者に適切な情報を提供することで、その環境配慮行動を支援する“エコ・ライフスタ

イル・ナビゲーション技術”の概念設計を行った。エコ・ライフスタイル・ナビゲーションシス
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テムは、生活者の意識と行動の変革を促進することにより、リバウンド効果を抑制することを特

徴とするITシステムであり、その効果を計測し最大化するためには、生活者の意識の変革が環境

負荷の削減につながるメカニズムを明らかとし、効果的なナビゲーションを実現する情報提示技

術を体系化しつつ普及のための方策を検討することが必要である。 

本研究は、環境省「脱温暖化社会に向けた中長期的政策オプションの多面的かつ総合的な評価・

予測・立案手法の確立に関する総合研究プロジェクト」（脱温暖化2050）に関する「温暖化対策

のための、技術、ライフスタイル、社会システムの統合的対策の研究－IT社会のエコデザイン－」

のサブテーマ「ITを媒介とした技術とライフスタイルの統合的対策(エコ・ライフスタイル・ナビ

ゲーション)の具体化と実証的効果検証」の平成16年度活動として、生活者の属性や生活行動を反

映した生活者のCO2排出量評価手法の基本手法の検討、および、既存ナビゲーションシステムの体

系化および実証事例の効果調査を行った成果である。 

 

２．研究目的 

本年度の研究目的は、生活者の属性や生活行動を反映した生活者のCO2排出量評価の基本手法の

検討と、既存ナビゲーションシステムの体系化および実証事例の効果調査により、特にリバウン

ド効果の抑制を志向した、人の環境意識と行動を変えるシステム（エコ・ライフスタイル・ナビ

ゲーション）を具体化し、2020年の削減量を試算し、2050年を考えたとき大幅削減のための方策

について示唆を得ることである。 

 

３．研究方法 

(1) 生活者の属性や生活行動を反映した生活者のCO2排出量評価手法の基礎的検討 

生活者の属性や生活行動に関する既存研究の調査により、消費者特性、環境配慮意識・行動の

関連性および、情報提供と環境配慮意識・行動の各要素間の関連性について既存研究の結果を整

理し、これらの生活者属性や情報提供の効果の CO2排出量評価手法への組み込み可能性を検討し

た。 
 

(2) 既存ナビゲーションシステムの体系化および実証事例の効果調査 

既存ナビゲーション技術を”対象”, ”普及・利用方法”, ”モニタリング手法”, ”情報提供・ナビ

ゲーションの手法”, ”効果”, ”課題と克服”の項目について調査し、体系化すると共に、エコ・ラ

イフスタイル・ナビゲーション技術の効果について実証実験結果を調査した。また、ヒューマン

インターフェース(HI)関連学会の聴講および大学・企業の研究機関へのヒアリングによるHI技術

調査を実施した。これらの調査結果を踏まえてエコ・ライフスタイル・ナビゲーションの要件を

整理し、新規ナビゲーションシステムの概念構築を試みた。 

(3) 2020年の削減量の試算 

2020年の削減量は、既存のナビゲーションシステムと同等の効果を持つシステムの2020年の普

及率を予測することにより試算した。既存のナビゲーションシステムは、既に実証実験により効

果が実証されているナビゲーションシステムとして、エコドライブ支援システムと、ホームエネ

ルギー管理システム（HEMS）とした。 
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４．結果・考察 

(1) 生活者の属性や生活行動を反映した生活者のCO2排出量評価の基本手法の検討 

個人の価値観や属性と、環境保全行動の関連性を調査した報告書･論文として、下記4件に着目

した。 

消費者特性と環境配慮意識・行動との関係に関する研究として、青柳(2001)1)は、価値観、消費

者属性との関連の研究事例を調査した。価値観と行動の関連については、伝統的な秩序を重んじ

る価値観、利他主義的な価値観は、環境保全行動を促す要因として働いている。しかし、環境重

視の価値観は、政治的な行動に関しては有意に働いていたが、エネルギー節約や消費者行動に関

しては有意ではない。属性と行動の関連については、高い教育を受けた方が行動に至りやすい傾

向にある。年齢が高い方も同じ傾向にある。また、男性よりも女性の方が行動に至りやすいとの

結果がある。 

情報提供による行動の変容に関する研究として、原田ら(2001)2) の研究が挙げられる。原田ら

(2001)は、デルファイ法による動機づけは、意識と行動とのつながりとは関係なく、また対象者

の持つイメージとも関係なく、一様に意識の向上を図ることが可能であると言える。また、バイ

アス情報による動機づけは、意識と行動との関連づけや省エネに対してお金の節約のイメージを

持つ特定の対象者群に対する意識向上について効果があると言える。河波(2002)3)は、省エネに関

するパンフレットの配布および講習会による情報提供は、1.6%～6.4%の省エネ効果があるとして

いる。高須ら(2003)4)は、自動車免許取得前の大学生に対する情報提供実験では、コスト情報提供

によるコスト認知に対する影響は長期的なものであるという結果を得ており、情報提供による行

動の抑制効果と長期的な効果を持つことを示唆している。 

以上、人の環境意識と環境保全行動の関係については、いくつかの研究が行われていたが、環

境意識啓発が環境行動変容を必ず誘引すると結論付けるまでには至っていない。今後、環境行動

変容のメカニズムに関する詳細な調査、研究が必要である。 

 

(2) 既存ナビゲーションシステムの体系化および実証事例の効果調査 

表 1は、既存事例を生活場面と IT 活用の有無の観点で整理した結果である。既存事例の多く
は「消費」場面に集中していること、生活場面に応じ、特定の環境影響項目についての支援とな

っていることが明らかとなった。これらのことから、ライフサイクル全体を俯瞰した仕組み、脱

物質化（リデュース）を促す仕組みが必要と言える。 
既存エコ・ライフスタイル・ナビゲーションシステムの実証実験結果を調査し、エネルギー削

減効果を調査した。NEDO と電中研、住環境計画研究所による調査 5)は、HEMS 導入によって、
年間エネルギー削減率は、広島 5.3%、阪神 7.0%、関東 2.0%、香川（電力消費量のみ）3.4%、
広島で 63%の世帯、阪神で 78%の世帯が省エネルギーを達成したと報告している。また、広島で
は情報閲覧頻度による有意な差は見られなかったが、阪神地区集合住宅では情報閲覧頻度が上が

ると共に 7.1%→14%→17.9%とエネルギー削減率は大きくなる傾向があった。情報提示による
「意識的行動支援」は、エネルギー削減率のさらなる増大に寄与する可能性がある。また、省エ

ネ意識と省エネルギー率については、広島では省エネ意識が低い世帯は HEMS による省エネル
ギー率が 8.1%と大きく、阪神では省エネ意識に関係なく省エネルギー率が高い。自動制御を行う
「行動代行」システムは、特に環境意識の低い層に有効である可能性がある。 
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NEDOとイーアンドイープランニングによる調査 6)は、全国 6 地区（東北・北海道、関東、東
海・北陸、近畿、中国・四国、九州・沖縄）においてエネルギー消費モニター導入による省エネ

効果を把握、要因分析を実施した。エネルギー消費モニタとは、モニター世帯のエネルギー消費

量・金額と管理センターからの省エネアドバイスを行う表示器を備えたネットワークシステムで

ある。測定対象エネルギーは、電気、ガス、灯油（灯油タンク設置の流量計により計測）である。

エネルギー消費モニター導入による省エネ効果の定着性についての分析結果は、導入初年度の電

力消費量削減率が 5.5%、導入２年度目の電力消費量削減率が 3.6%であり、導入継続により省エ
ネも継続されていることが確認された。意識啓発ツールは、継続的な省エネ効果が期待できると

言える。 
エコ・ライフスタイル・ナビゲーションシステムの効果を実現するための工夫についての要件

は、効果を行動変容効果と環境学習効果に分類し整理した。行動変容効果を実現するための工夫

を、情報提供・表示、金額換算、目標設定、ランキング、代替品・代替行動の提示の５つに整理

した。環境学習効果を実現するための工夫として、グラフ表示などにより過去との比較を可能と

してPDCAサイクルを支援すること、ホームページ上で提供されている環境家計簿や製品カタログ、

行動チェックに地球温暖化など背景となる環境問題について概説したページを併設し環境学習を

促すことという手法が採用されている。既存のシステムは、行動変容効果に主眼を置いた事例が

多いため、環境学習効果実現の要件については、より詳細な分析が必要と考えられる。 

 

表 1 ナビゲーション技術の体系（生活場面、IT活用） 

 
 

(3) 2020年の削減量の試算 

エコドライブ支援システムとHEMSの2010年までの削減量は、総務省の「ユビキタスネット社会

の進展と環境に関する調査研究会」報告書[7]において求められている。2020年の削減量試算は、

同研究会の想定に準じた。 

①エコドライブ 

エコドライブシステムとは、車載機を設置して、急発進、急加速、急ブレーキ、アイドリング

などの運転情報を収集し、この情報をドライバーへ提示して、省エネ運転を促す運転支援システ

ムである。 
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導入効果は、一般用（個人乗用車等）については、一般車を対象に実証実験を行った環境省モ

デル事業の結果である平均5.8%の燃費改善率8)を用いた。業務用については、前掲[7]より「デジ

タル式運行記録計 運行管理システム」の導入による約10%の燃費改善という事例を参照し、燃費

改善率として10%を想定した。 

2000年時点の普及率はほぼゼロである。2020年時点の普及率は、一般用については、中環審の

2010年時点の評価想定である「2010年のエコドライブ診断システムの普及は、2006年以降のカー

ナビ新規購入車のうち1割に搭載される」9)を参照した。2006年から2010年までの期間のカーナビ

普及率の増加は5%（2005年末の普及率は約15%、2010年の普及率は20%）であると見込まれること

から、増加分の1割にあたる1.5%の普及率を想定した。業務用については、中環審によるアイドリ

ングストップ装置搭載車の普及想定を参照して（文献10）：更新トラックと更新バスの30%に搭載さ

れるとする想定）、2006年以降の更新トラックの30%に搭載されると想定した。トラックの更新は

年間約8%で（文献11）：トラック普通車の保有台数は約250万台、年間新規登録台数は約20万台であ

る）、2006年以降2020年には現在のトラックはほぼ全部が更新されると考えられる。これより30%

の普及率とした。 

以上より、一般車用のエコドライブシステムは、燃費改善効果が5.8%で、普及率が1.5%である

ことから、2020年で一般車用のガソリンと軽油の需要を0.087%（=5.8%×1.5%）低減と推計される。

これは仮に2002年度ベースで計算すると約1万トン(=旅客自家用車13877万トン×0.087%)のCO2削

減効果となる。一方、業務用のエコドライブシステムは、燃費改善効果が10%で、普及率が30%で

あることから、道路貨物輸送部門でガソリンと軽油の需要が3%（=10%×30%）低減と推計される。

これは仮に2002年度ベースで計算すると約300万トン(=貨物自動車/ ﾄﾗｯｸ 10299万トン×3%)のCO2

削減効果となる。 

 

②HEMS（家庭用エネルギー管理システム） 

HEMSとは、家電製品がネットワークを介して連携し、家庭における照明、冷暖房等のエネルギ

ー消費を制御するシステムである。 

導入効果は、前掲文献5)によれば家庭のエネルギー使用量に対して2.0～7.0%の削減効果がある

としているが導入システムの違いや地域差が考えられるため、文献7)で想定している家庭用のエネ

ルギー10.4%削減を引用した。 

2000年時点の普及率はほぼゼロである。2010年の普及率は、総合エネ調12)及び中環審13)で想定さ

れている全世帯の17%、2020年時点の普及率は34%とした。 

以上より、HEMSは、エネルギー削減効果が10.4%で、普及率が34%であることから、2020年で家

庭のエネルギー使用量を3.5%（=10.4%×34%）低減しうる。これは仮に2002年度ベースで計算する

と約580万トン(=民生家庭16630万トン×3.5%)のCO2削減効果となる。 

(4) 2050年を考えたとき大幅削減のための方策について 

既存ナビゲーションシステムの体系化の結果、従来のエコ・ライフスタイル・ナビゲーション・

システムは、エネルギー使用等の無駄排除を行う技術が多いことが明らかとなった。また既存の

システムは、生活場面に応じ、特定の環境影響項目についての支援となっている。また、HEMS
導入実証実験の結果より、家庭におけるエネルギー消費の削減を目的とした自動制御は、意識の

高い層では大きな効果を生まない可能性がある。 
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以上より、2050 年に向けた大幅削減のためには、購入およびリユース・リサイクル・廃棄の場
面やライフサイクル全体を俯瞰した仕組み、脱物質化（リデュース）を促す仕組みが必要と言え

る。また、HI 技術調査の結果より、システムの利用を持続させる方法、習熟が容易であること、
ユーザが新しい製品やサービスによって引き起こされる隠された環境影響や社会的なコストを考

慮可能とすることはエコ・ライフスタイル・ナビゲーション・システムの重要な要件と言える。 
 

５．本研究により得られた成果 

本研究では、脱温暖化社会のためのIT社会のエコデザインに関し、特に生活者が関わる家庭部

門を対象として、人の環境意識と行動変革を支援する環境調和型ITシステムである「エコ・ライ

フスタイル・ナビゲーション」のシステム概念の具体化を目的として、技術具体化のための調査

研究を行った。 

生活者の属性や生活行動に関する既存研究の調査結果より、人の環境意識と環境保全行動の関

係については、いくつかの研究が行われていたが、環境意識啓発が環境行動変容を必ず誘引する

と結論付けるまでには至っていない。生活者の属性や生活行動を反映した生活者のCO2排出量評価

手法の構築には、環境行動変容のメカニズムに関する詳細な調査、研究が必要である。 

既存ナビゲーションシステムの体系化および実証事例の効果調査の結果より、現状は消費場面

のエネルギー使用等の無駄排除を行うシステムが多く、購入場面やリユース・リサイクル・廃棄

の場面を支援するシステム、脱物質化を支援するシステムが必要であることが明らかとなった。

現状システムの実証実験結果による導入効果としては、家庭の電気・ガス使用量で約2～7%、自動

車燃費で約6%程度の環境負荷削減が得られていることが明らかとなった。また、自動制御を行う

「行動代行」システムは、特に環境意識の低い層に有効であること、情報提示による「意識的行

動支援」をあわせて行うことで更なる環境負荷削減が図られることが明らかとなった。 
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